
第   号議案

神戸市立自然の家条例の一部を改正する条例の件  

神戸市立自然の家条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和５年９月 14日

神戸市長  久   元   喜   造

神戸市立自然の家条例の一部を改正する条例

神戸市立自然の家条例（昭和 48年３月条例第 70号）の一部を次のように改正す

る。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び

第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線又は

太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）につ

いては、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改正

部分を当該改正後部分に改める。

(2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

(3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（施設） （施設）

第３条の２ ［略］ 第３条の２ ［略］

２ 自然の家の管理について地方自治

法（昭和 22年法律第 67号）第 244条の

２第３項の規定による市長の指定を

受けたもの（以下「指定管理者」とい

う。）は、必要があると認めるときは、

前項の施設について宿泊を伴わない

使用をさせることができる。  

２ 市長は、特に必要があると認める

ときは、前項の施設について宿泊を

伴 わ な い 使 用 を さ せ る こ と が で き

る。  

（使用の許可）  （使用の許可）

第 ４ 条  施 設 を 使 用 し よ う と す る 者 第４条 施設又はその附属設備を使用
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は、指定管理者の許可を受けなけれ

ばならない。  

しようとする者は、規則で定めると

ころにより、市長の許可を受けなけ

ればならない。  

２  指定管理者は、前項の許可に自然

の 家 の 管 理 運 営 上 必 要 な 条 件 を 付

し、又はこれを変更することができ

る。  

 

３  指定管理者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、第１項の許可

をしてはならない。  

２  次の各号のいずれかに該当すると

きは、市長は、使用を許可しない。  

 (1) ［略］   (1) ［略］  

 (2) 施設を損傷するおそれがあると

認められるとき。  

 (2) 施設又はその附属設備を損傷す

る お そ れ が あ る と 認 め ら れ る と

き。  

 (3) 自然の家の管理運営上支障があ

ると認められるとき。  

 (3) 管理上支障があると認められる

とき。  

 (4) 前３号に掲げるもののほか、指

定管理者がその使用を不適当と認

めるとき。  

 (4) 前３号に掲げるもののほか、市

長がその使用を不適当と認めると

き。  

（使用期間）   

第６条  施設は、引き続き７日を超え

る独占的な使用をすることはできな

い。ただし、指定管理者が特別の理由

があると認めるときは、この限りで

ない。  

 

（行為の禁止）   

第７条  何人も、自然の家の管理運営

上支障がある行為で規則で定めるも
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のをしてはならない。  

（許可の取消し等）   （許可の取消し等）  

第８条  指定管理者は、使用者が次の

各号のいずれかに該当するときは、

使用の許可を取り消し、使用を停止

し、又は使用を制限することができ

る。  

第６条  使用者が次の各号のいずれか

に該当するときは、使用の許可を取

り消し、使用を停止し、又は使用を制

限することができる。  

 

(1) この条例若しくはこれに基づく

規則又はこれらに基づく指示に違

反したとき。  

(1) この条例又はこれに基づく規則

に違反したとき。  

(2) ［略］   (2) ［略］  

(3) 第４条第３項各号のいずれかに

該当するに至ったとき。  

(3) 前２号に掲げるもののほか、市

長が必要があると認めるとき。  

２  指定管理者は、次の各号のいずれ

かに該当するときは、使用者に対し、

前項に規定する処分をすることがで

きる。  

 

(1) 自然の家の管理運営上やむを得

ない必要が生じたとき。  

 

(2) 前号に掲げるもののほか、公益

上 や む を 得 な い 必 要 が 生 じ た と

き。  

 

（利用料金）   （使用料）  

第９条  指定管理者に施設の利用に係

る料金（以下「利用料金」という。）

を指定管理者の収入として収受させ

る。  

第７条  使用者は、別表に定める額の

使用料を前納しなければならない。  
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２  使用者は、別表に定める額の範囲

内においてあらかじめ市長の承認を

得て指定管理者が定める額の利用料

金を指定管理者に支払わなければな

らない。  

 

３  市長は、前項の承認をしたときは、

その旨及び当該利用料金の額を告示

するものとする。別表第２号に規定

する繁忙日を承認したときも、同様

とする。  

 

４  指定管理者は、市長の承認を得て

定める基準により、利用料金の全部

若しくは一部を返還し、又は利用料

金を減額し、若しくは免除すること

ができる。  

 

５  市長は、必要があると認めるとき

は、指定管理者から利用料金の一部

を納付金として徴収することができ

る。  

 

 （使用料の減免及び後納）  

 第８条  市長は、特別の理由があると

認めるときは、使用料を減額し、若し

くは免除し、又は後納させることが

できる。  

 （使用料の返還）  

 第９条  既納の使用料は、返還しない。

ただし、市長が特別の理由があると

認めるときは、この限りでない。  
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（原状回復の義務）   

第 10条  使用者は、施設の使用を終了

したとき、又は第８条第１項若しく

は第２項の許可を取り消されたとき

は、直ちに施設を原状に回復しなけ

ればならない。  

 

２  指定管理者は、使用者が前項の義

務を履行しないときは、その原状回

復に必要な措置をとるべきことを命

ずることができる。  

 

（損害賠償等）  （損害賠償等）  

第 11条  使用者は、その利用に際し、自

己の責めに帰すべき理由により、施

設を汚損し、損傷し、又は滅失したと

きは、これを原状に回復し、又はその

損害を賠償しなければならない。  

第 10条  使用者は、その利用に際し、自

己の責めに帰すべき理由により、施

設又はその附属設備を損傷し、又は

滅失したときは、これを原状に回復

し、又はその損害を賠償しなければ

ならない。  

（指定管理者の指定等）  （指定管理者の指定等）  

第 12条  市長は、次に掲げる自然の家

の管理に関する業務を指定管理者に

行わせることができる。  

第 11条  市長は、次に掲げる自然の家

の管理に関する業務を自然の家の管

理について地方自治法（昭和 22年法

律第 67号）第 244条の２第３項の規定

による市長の指定を受けたもの（以

下「指定管理者」という。）に行わせ

ることができる。  

(1)、 (2) ［略］  (1)、 (2) ［略］  

 (3) 自然の家の使用料の徴収、減額、

免除及び返還に関する業務  
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(3) ［略］  (4) ［略］  

(4) 前３号に掲げるもののほか、市

長が定める業務  

(5) 前各号に掲げるもののほか、市

長が定める業務  

２  指定管理者の指定を受けようとす

る法人その他の団体は、事業計画書

その他規則で定める書類を市長に提

出しなければならない。  

 

３  市長は、自然の家の設置の目的を

最も効果的に達成することができる

と認められるものを指定管理者とし

て指定するものとする。  

 

４  ［略］  ２  ［略］  

 ３  指定管理者に第１項の業務を行わ

せている場合における第３条の２第

２項、第４条第１項及び第２項、第６

条第３号、第８条並びに第９条の規

定の適用については、これらの規定

中「市長」とあるのは、「第 11条第１

項に規定する指定管理者」とする。  

第 13条  ［略］  第 12条  ［略］  

附  則  附  則  

１  ［略］  １  ［略］  

（指定管理者不在等期間における自

然の家の管理に関する業務）  

２  市長が指定管理者の指定を取り消

し、指定管理者が解散し、その他指定

管理者がいなくなった場合又は市長

が指定管理者の業務の停止を命じた

（条例の廃止）  

 

２  神戸市立六甲山ユースセンター条

例（昭和 37年３月条例第 38号。以下

「旧条例」という。）は、廃止する。 
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場合は、その時（以下「指定管理者不

在等開始時」という。）からその直後

に指定管理者を指定し、又は当該停

止の期間が終了する時までの間（以

下「指定管理者不在等期間」という。）

における第３条の２第２項、第４条、

第６条、第８条及び第 10条第２項の

規定の適用については、第３条の２

第２項中「自然の家の管理について

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第

2 4 4条 の２ 第 ３ 項の 規定 に よ る市 長

の指定を受けたもの（以下「指定管理

者」という。）」とあるのは「市長」

と、第４条、第６条、第８条及び第  

10条第２項中「指定管理者」とあるの

は「市長」とする。  

（指定管理者不在等期間の使用料）  

３  市長は、指定管理者不在等期間に

おいては、指定管理者不在等開始時

の直前の第９条第３項の承認に係る

利用料金の額を使用料として、使用

者から徴収することができる。  

（経過措置）  

３  この条例の施行前に、旧条例の規

定により使用許可した者に係る使用

料その他使用に関し必要な事項は、

前項の規定にかかわらず、なお従前

の例による。  

４  前項の使用料は、指定管理者不在

等開始時の直前の第９条第４項の基

準 に よ り 全 部 若 し く は 一 部 を 返 還

し、又は減額若しくは免除をするこ

とができる。  

 

次の表の改正前の欄に掲げる規定の下線又は太線の表示部分（以下第１号及び
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第２号において「改正部分」という。）及び改正後の欄に掲げる規定の下線又は

太線の表示部分（以下第１号及び第３号において「改正後部分」という。）につ

いては、次のとおりとする。  

(1) 改正部分及びこれに順次対応する改正後部分が存在するときは、当該改正

部分を当該改正後部分に改める。  

 (2) 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。  

 (3) 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。  
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改正後  改正前  

別表（第９条関係）  

(1) 次の表の使用目的の欄に掲げる目的で同表の施設の欄に掲げる施設を使用する場合  

使用目的  施設  宿泊を伴う使用  宿泊を伴わない使用  

利用料金（１人１泊

につき）  

利用料金（１人１回

につき）  

学校が教育のため

に、又は児童福祉施

設等が事業のために

使用する場合  

宿泊棟  150円  

 

 

75円  

 

 

テント施設

（ 10平方メー

トル未満の区

画）  

90円  

   

 

 

備考  

１  この表において「学校」とは、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第１条に規

定する学校（大学を除く。）をいう。  

 

２  この表において「児童福祉施設等」とは、児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）

第７条に規定する児童福祉施設及びこれに準ずるものとして市長が定めるものを

いう。  

３  この表において「宿泊を伴う使用」とは、到着日の午後２時 30分から出発日の

午後２時までの間において施設を使用することをいう。  

  

別表（第７条関係）  

(1) 宿泊棟、キャビン施設及びテント施設の使用料  

 

 

備考  

１  この表において「幼児」とは３歳以上の者で小学校就学前のものを、「一般

の者」とは小学校就学前の者、小学生、中学生、高校生、高等専門学校の学生

及び特別支援学校の生徒以外の者をいう。  

 

 

 

２  この表において「宿泊」とは、午後２時 30分から翌日の午後２時までの間に

おいて施設を使用することをいう。  

使用者  施設  宿泊を伴う使用  宿泊を伴わない

使用  

使用料（１人１

泊につき）  

延長使用に係る

使用料（１人１

日につき）  

使用料（１人１

回につき）  

幼児、小学生、

中学生、高校

生、高等専門学

校の学生及び特

別支援学校の生

徒  

宿泊棟  300円  60円  150円  

キャビン施設  240円  

テント施設  180円  

一般の者  宿泊棟  900円  120円  300円  

キャビン施設  720円  

テント施設  360円  

（　56　）



 

 

 

４  ［略］  

５  前２項に規定する時間を超えて施設を使用した場合は、宿泊を伴わない使用に

係る利用料金の範囲内で延長利用料を徴収することができる。  

６  学校又は児童福祉施設等が神戸市外に所在するものであるときは、利用料金の

上限額は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。  

(2) (1)に該当しない場合  

施設  宿泊を伴う使用  

利用料金（１泊につき）  

宿泊棟  使用者１人につき 7,500円  

 

キャビン施設  使用者１人につき 7,500円  

ただし、４人未満での使用の場合は、１棟 30,000円  

テント施設  使用者の数に 1,000円を乗じた額に、１区画につき

8,000円を加えた額  

備考  

１  この表において「宿泊を伴う使用」とは、宿泊棟及びキャビン施設においては到着

日の午後３時から出発日の午前 10時までの間において施設を使用すること、テント

施設においては到着日の午後２時から出発日の正午までの間において施設を使用す

ることをいう。  

２  前項に規定する時間を超えて施設を使用した場合は、１日につき、この表に掲げる

額の範囲内で延長利用料を徴収することができる。  

３  宿泊を伴わない使用をさせる場合は、１日につき、この表に掲げる額の範囲内で利

用料金を徴収することができる。  

４  この表及び前２項の規定にかかわらず、繁忙日（日曜日、土曜日、国民の祝日に関

する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日その他の使用が多いと見込まれる

３  この表において「延長使用」とは、宿泊に係る使用者が到着日の午前９時か

ら午後２時 30分まで及び出発日の午後２時から午後４時までの間において施設

を使用することをいう。  

４  ［略］  

５  宿泊を伴わない使用及び延長使用の場合にあっては、すべての施設を使用す

ることができる。  

６  第４条第１項の許可の申請をした者が神戸市の区域外に住所を有するときの

使用料の額は、この表に規定する額の２倍に相当する額とする。  

(2) 附属設備の使用料  

使用者  使用料（１人１時間につき）  

カヌー  アーチェリー  

幼児、小学生、中学生、高校生、

高等専門学校の学生及び特別支援

学校の生徒  

100円  100円  

一般の者  300円  300円  

  備考  この表において「幼児」とは３歳以上の者で小学校就学前のものを、「一般

の者」とは小学校就学前の者、小学生、中学生、高校生、高等専門学校の学生及

び特別支援学校の生徒以外の者をいう。  
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時期であって指定管理者が市長の承認を得て定める日をいう。以下同じ。）の利用料

金の上限額は、この表に掲げる額に２を乗じて得た額とする。  

５  前項に規定する繁忙日は、宿泊を伴う使用及び宿泊を伴わない使用で、それぞれ一

の年度（４月１日から翌年の３月 31日までの期間をいう。）につき 120日を上限とす

る。  
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附  則  

（施行期日）  

１  この条例は、公布の日から起算して１年を超えない範囲内において規則で定

める日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。  

（準備行為）  

２  この条例による改正後の神戸市立自然の家条例（以下「新条例」という。）

の規定を施行するために必要な使用の許可、利用料金の収受その他必要な行為

は、この条例の施行前においても、新条例の例によりすることができる。  

 

理     由  

 神戸市立自然の家において利用料金制を採用する等に当たり、条例を改正する

必要があるため。  
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